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鈴木 未来 (SUZUKI Miku)
は じめに
改革開放開始以降の大陸中国におけ る社会学研 究は、改革開
放の進 展 とともに深刻化 してきた あらたな社会 問題 を分析す
る実践的な学問分野 と しての確立が 目指 されてきた。改革開放
では、かっ ての集団生産方式は小規模単位 の請負 による生産方
式に順次改め られ た。この過程で個々の家族は、実質的な生産
単位 と しての社 会的役割 を担 うこ とが 国家 の側 か ら期待 され
た。生産単位 としての家族 の役割 を問 う研究が必要 になった こ
とで、社会学研究のなかでも家族にかんす る研究が盛んにお こ
なわれ るよ うになった。具体的 には、先 に富 めるものが後進の
諸集団 を牽引 していく、 とい う経 済成長 を軸 とした 「先富論」
を支 える家族 をいかに して形成 す るかを明 らかにす る研究が
求め られたのである。
改革開放 の進展 に伴 う全 土的 な ヒ トの流動 と物流の活性化
は、「先富」論がその先にめ ざす 「共富」 とは異な るかたちで
の家族 の多様 化を もた らした。 しか もこの多様化には、例 えば
宗族 といった 旧来の親族組織の復活のよ うな、民主的 な家族の
創造に必ず しもつなが らない側面が含 まれていた。この ような
家族変動が起 きた背景 には、中国の改革開放 による近代化 のた
めに、改革開放開始以前か らの諸格 差(農 村 と都市の間にお け
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る就業や就学 などの生活機会の獲得 にかかわ る格差 な ど)を温
存 し、場合に よっては経 済成長のために活用 して きた政策的な
経過がある。
したがって経済成長 を軸 とした改革開放 は、全土にお いて必
ず しも同 じ歩調で進行 しているわ けではない。そのため、先富
論 的発想 はす べての家族の民 主的な発展 をもた ら しているわ
けではないのである。政策的な要請 か ら生産単位 としての家族
の役割 を説明 してきた従来の家族社会学は、このよ うなアンバ
ランスな経 済成長 が引 き起 こす社 会的諸問題 と家族の役割 と
の あらたな関連 を問 う研 究段 階に さしかか ってい るといえる。
しか しなが ら実際には、例えば国有企業改革に伴 う失業者 の存
在を家計変化 の一要素 としてのみ扱 ってい るよ うに、今 日の家
族の変化動向 を個 々の家族 生活 の事例 レベル で考察す るに と
どまっている。失業 とい う生産の合理化 に ともな う社会問題 と
家族 における生産 との関係や 、それ に関連す るあ らたな社会保
障のあ り方を探 るといった、これまでの政策実施過程 の検証 を
家族生活 の レベル でお こな うよ うな研究はまだまだ少ない。今
後 も社会 的諸問題 との 関連 を問わ ない レベ ルでの研 究が続 け
られ るな らば、家族生活 にお ける諸問題 を解決に導 くための政
策提言をも可能 となる、実践的な研 究環境の充実は望めない こ
とになる。
そ こで本論文ではまず、社会学研 究復活以降の家族社会学の
成果の検証 を通 じて、個 々の家族 の問題状況 と改革 開放 がもた
らした新 たな社 会変動 との 関連性 が研 究分野 で どの程度 明 ら
か にされて きたのか を考察す る。そ して、大陸中国にお ける家
族の発展 を理論的 に捉 えるこ との重要性 にふれ る。この ことが
家族社会学 を、民主的な家族の創造 を促す物質的及び精神 的な
豊か さの両方を伴 う 「両面的」な発展の あ り方につ いての政策
提言 も可能な学問分野にな りうることを示す。その上で、これ
か らの政策立案過程 につなが る研 究課題 と研 究方法の必要性
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につ い て提 起 す る。
1.改革開放 と家族社会学
1)1980年代中頃まで
社会学研 究復活か ら1980年代 中頃 までは、研究機 関や学会
組織 の設立な ど研究環境 の整備 が進 んだ時期である。1981年ま
でに発表 された社 会学分野の学術論文 を分類す ると、「婚姻 、
家族」にかんす るものが最 も多 かった(「社会学総論」を除 く)。
この時期の家族社会 学では、cc婚姻家族 ブー ム"と 称 され る研
究熱が起 きていたのである[譚深1998]。家族経営に よる生産
力の増大が 目指 され た第6次 五 力年計画(「六五」:1981～85
年実施)では、3つ の社会学研究の重点課題 のひ とつ として、
家族の実態調 査(都 市家族の調査)が 盛 り込まれた〔2)。従来の
集団化政策ではその社会的機能が重視 されず、また学問 として
の対象 にもな らなかった と家族 の実態 をあ らためて明 らかに
することが、政策 レベルか ら求 め られたのである。1981年には
全国初 の家族研究の専門組織 として、「中国婚姻家族研 究会」
が中華全国婦女連合会 によって設 立 された。社会学復活後の家
族社会学は、女性研究の一環 として始まったのである。また当
時は、整備途上にあった大学な どの研究機 関ではな く、学術雑
誌が全 国各 地の家族 にかんす る研究 を進 め る研究者 の取 りま
とめ役 になっていた(3)。それ らの雑誌上には、恋愛や婚姻、そ
して家族 のあ り方に対す る研 究者の見解 が論 文 と して次 々に
掲載 された。しか しなが らその多 くが論者個人の道徳論であっ
た り、夫婦関係の個別 的な問題 状況を解説 した ものであった り
と、家族 にかんす る研 究成果であれ ば何で も紹介 され る状況で
あった。
学会活動 と しては1984年に、広東 の 「家庭」雑誌社 と 「中
国婚姻家族研 究会」が相次いで研究大会 を開催 した。5月 に開
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催 された 「家庭」雑誌社主催の第1回 「家族学術討論会」では、
家族にかんす る研 究は、社会学や倫理学 の一部分 と してではな
く、独立 した学問分野にな りうるとい う議論が展開 され た。そ
して、総合的な学術分野 としての 「家族学」の確立 とその研 究
目的を 「家族 宣言」 と して提唱 したω。 また12月 には 「中国
婚姻家族研 究会」が、中国社会科学院社 会学研究所 と中国法学
会 との共催 で、第1回 「婚姻家族問題学術討論会」を開催 した。
この大会では、改革開放によってもた らされた家族の変化 の諸
側面(生活様 式や農村家族 の婚姻観の変化 、晩婚化、離婚 問題、
性教育の進展)に ついての検討が試み られ た。前者 の大会では
研究の方法論の提起、後者 の大会では諸現象か らの問題探求 と
い うように、異なるアプ ローチが取 られ たわ けであ るが、2つ
の大会 をもって家族 社会学 に必 要な項 目す べてが網羅 され た
とはいいがたい。前者の学会 がお こなった 「家族宣言」 には、
改革開放 にお いて も引 き続 き社会 主義国家 中国が 目指す べき
家族像、すなわち新 中国成立後 に制定 された 「婚姻法」の精神
であ る民主的 な家族 の存在 が重要 であ るこ とを学 問的 に確認
する とい うね らいが込め られていた。改革開放 によって家族生
活に変化 が生 じて も、研究は常 に政策が求める家族 の役割 に沿
った対応策 の検討 をお こな うといった、政策重視の研 究方針が
確認 され たにすぎない。また後者の学会では、多様 な変化 を事
実と して受 けとめよ うとする姿勢が認め られる ものの、それ ら
の変化 が政策 のあ り方 に どのよ うな影響 を与 えるの かにまで
踏み込んだ検討 はなされ なかった。ここにも政策重視 の研究姿
勢が認 められ る。
この時期の研究書の内容 もこれ らの学会状況 を反 映 して、家
族内部の見方の解説に終始す るものや 、家族 のあ り方 について
まずは家族内部 の安 定 を求め るよ うな道徳的 な解 説 をお こな
うものが多い。前者の手法の代表 と して、願暁鳴著 『家庭中的
社会学』(四川人民 出版社1985)が 挙げ られ る。 まえがきで
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「本書は家族 問題 を社 会学的 に捉 える」と記 されているものの、
前半ではその ための準備 と しての家族 内部の構造 と機能 の説
明に終始 している。後半では個人の価値観の多様化 に伴 う家族
員 同士の家族観 の衝突 につ いての具体的 な事例が紹介 され て
いる。ただ、それ らが果た して改革開放が進む ことによって新
たに生 じたものなのか、それ とも新 中国成立以降の民主的な家
族 の創造 に対す る障害 として長 年にわた って継続 して きた も
のなのか といった、歴 史的な考察が充分 にな されていない。後
者の手法 の代表 と しては、劉達帰著 『婚姻社会学』(天津人民
出版社1987)が挙げ られる。書名 の通 り婚姻(夫 婦)関 係 の
説明に重点が置かれているが、夫婦関係 そのものが親子関係や
親戚関係 、あ るいは宗族 関係 などの家族 内外の諸関係 とどのよ
うに結びつ いているのかといった考察はな されていない。また
夫婦の安定が家族 の民主化につながるとい う解説箇所 では、社
会学が禁止 され る以前 の両性 関係 に関す る具体的考察 も含ん
でいた、宗族研究や村 落研究な ど家族社会学に関連する諸分野
の研 究成果 を充分 に受 け継 がない まま、欧米型の 「近代家族」
論を展開 している。 したがって、大 陸中国にお ける家族の史的
展開 と改革開放 に伴 う諸変化 とを反 映 させた 内容 にな りえて
いない。
この時期 の家族社会学 は、家族経営に よる生産の効率化の可
能性 を、短期的な家族の変化 の実態 をもとに評価す る といった、
政策実施過程 の肯定的な説明に終始 していた といえる。改革開
放 がいち早 く実施 され た農村部の家族では、家族 が生産主体に
なることで生産方式 の多様化が進み 、競争の促進や責任所在の
明確化が進んだ。 しか しその過程では、水路な ど農業生産 の共
同財の整備が後回 しになる、過剰生産を防止す る生産調整 が行
われないな ど、農村内部の力 による公的保障網 の整備が困難 に
な りつつ あった実態 も浮 き上がって きた。改革開放の理論 的な
枠組み として郡小平 によって1980年に提唱 された 「先富論」
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では、豊かになる条件 を有す るものか らまずは富む こ とで、後
進を牽引する原動力 としても 「豊かになる条件 を有す るもの」
はその存在が認 め られ るとい う考 え方が示 されている。単位制
度 によ り社会的諸 条件 が公的 に も均質 に保 たれ て きた都市部
と異な り、農村部 は人的配置や 資源配置が土地 ごとに異な りな
が らも画一的な生産様 式が求 められてきた。そ こで先富論 的発
想 に沿 って、一部 の地域における生産力の増 大効果が農業生産
に不利 な条件 を持つ地 域へ段階 的に波及す る ことが期待 され
たのであ る。ところが先富論でその存在が肯定 されてい る 「豊
かになる条件 を有する もの」は、まずは 自身 の家族の生産力 を
高めることに追われる ことにもなった。さらに改革開放以前か
ら有利 な社会的条件 を もつ家族 が経 営規模 を拡大す ることに
よって、家族生活は市場化の波 にさらされた。その結果、農村
部 と都市部の所得格差 は一時的に縮小 した ものの、1980年代 中
頃以降は再び拡大に転 じたのである[佐藤宏,2000]。
この ように先富論 は、集 団化時代以上の 自助努力を必要 とす
る家族生活 を求める とい う、皮 肉な結果 をもた らしたのであ る。
これ ら農村部の家族変動に対 して、改革開放以前か らの農村部
と都市部 との諸格 差 と家族生活の関連 を問い直 しなが ら、中国
社 会全体 と しての家族 生活 の動 向に農村 部の家族 を位 置づ け
るよ うな研究はあ らわれ なか った。 「六五」 で課題 とされた実
態調査が、調査 自体容易でかつ この時点では単位制度 が維持 さ
れ ていた都 市部の家族 に限定 した もので あったこ とか らもわ




1980年代後半に入 ると、改革開放開始以降も維持 され てきた、
農村 部 と都 市部の生活 におけ る さま ざまな 区分が家族 生活に
もた らす弊害が、農村部にお ける経済成長 の停滞や流通の 自由 1
－27－
化 の進展に伴 う物価 の急激 な上昇 と して明 らかになって きた。
また農村 内部にお け るさま ざまな生活機 会の獲得 にかかわ る
格差 も生 じてきた。例 えば都市化の拠点(小 城鎮)建 設の 目玉
であった郷鎮企業は1990年代前 半に入る と、東部 沿岸地域 で
の発展が 目立つ よ うになる、行政介入による非効率な生産が生
じる、とい うようにすべての農村部 において余剰 労働力 を吸収
す るわけではない ことが明 らかになって きた。従来の政策に沿
った発展モデルが立 ちゆかな くな ると、基本 的には 自助努力に
よって新 た な生産様 式を取 り入れ なが ら効率的 な生産 を 目指
していた個 々の家族は、改革開放以前か ら継続す る生活基盤 の
公的整備状況の遅れを 目の当た りにす るよ うになった。第7次
五力年計画(「七五」:1986～1990年実施)で 社会学に課せ られ
た13の課題 の うち、「農村家族 の機能変化 とその社会発展への
影響」とい う項 目が挙 げ られたの も、このよ うな改革 開放が も
た ら した新たな社会 問題 への対応 が家族社会学 に求 め られ た
ことによる[若林,1989]。
この時期の家族社会学は、都 市部 だけでな く農村部の家族に
ついても全国的 な実態調査 をお こな うようになった。農村部を
対象に したもの として は 「十四省市農村婚姻家族調査」(1987
年実施)[中 国農村 家庭調 査組編,1993]が、都 市部 を対象 に し
た もの としては 「五都市家族調査 」の成果を受 け継 ぐ 「七都市
婚姻家族調査」(1993～1994年実施)[藩崇麟他編,1995]が挙げ
られ る。前者の調査 は、14の省 と市を対象に、経済状況に応 じ
て3段 階の経済 レベルか ら県を抽 出 した うえで実施 された。こ
の ような手法が とられ た理 由としては、余剰労働力の都 市部へ
の流出や土地改良のための資金 が不足す るな ど、農業生産の効
率化 の要であ った家族 単位 の農業経営 が順 調に進ま ない地域
が増 えて きた状況 を調査 方法 に反映 させ る必要が生 じたこ と
を挙げ ることがで きる。後者の調査 は7つ の都市において、調
査対象者 を6つ の初 婚年代階層 に分類 した うえでの集 計が試
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み られ ている。分析の結果 、扶養や結婚 をめ ぐる世代 間格差や
地域 間格差の存在が認め られ た ことで、家族生活にお けるライ
フ ・サイ クル の変化の理 由を探 ることが可能 になった。これ ら
全国規模 の実態調査は、従来の定性調査 と異 な り、多 くの研究
者 がその調査結果 を利 用す るこ とが可能 な客観 的抽 出法 を用
いた定量調査であった。設定 され た調査課題 を満たすためには
更な る継続調査が必要 であ るが、全国規模 の調査 の実施は、社
会学 としての研 究の ま とま りが乏 しかった家族社会 学 に組 織
的な研究環境を もた らしたのである。
調査 によってその実態が明 らかになってきた、改革開放が引
きお こ した新たな社会的諸 問題 と家族生活 との関連は、この時
期の学会活動でも取 り上げ られた。1987年に開催 され た第2回
「婚姻家族 問題学術討論会」では、計画生育 と親子 二世代間の
関係 の状況や、夫婦 関係の あ り方 につ いての討論が なされた。
また第2回 「家族 学術討論会」(1988年開催)で は、女性 の社
会的地位 の変化 とそれ に関連 す る専 業主婦の 出現 とい った性
別役割 分業のあ らたな進展状況や、家族の質 と安定につ いて、
特に物質的な豊か さが家族観念や家族関係 、家族構造、家族機
能に与 える影響 についての討論 がお こなわれ た。前者 は一人 っ
子政策そ の もの の影 響 と今後 予想 され る世代間格差 の広が り
を見通す、従来の人 口政策に対す る批判的な検討 に もつ なが る
内容 を含んでいる。また後者は、経済活動の変化状況か ら富め
るものが必ず しも後進 を牽引 していないばか りか、家族内部に
おける家族 関係の不 平等を引 き起 こ し固定的 な性 別役割分業
をもた らしかねない といった、子育てや 高齢者扶養にかかわる
社会保障政 策の充実 を求 め るこ とに もつなが る内容 を含ん で
い る。全体 的に従来の家族 にかかわ る諸政策 の問題 点の指摘 に
もつなが りうる生活実態 について の積極 的な議論 がな されて
お り、政策 に沿った家族研究 を進 める ことを確認す るそれぞれ
の学会の第1回 大会 とは大 き く異 なる内容 となってい る。この
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ような討論がお こなわれるよ うになった理 由としては、一人っ
子政策推進 に伴 う 「四二 ー」(孫世代1人 に対 して親世代は2
人、祖父母世代4人)と いわれ るいびつな人 口構造や 、戸籍制
度 に基づ く農村 と都 市の二元構 造の維 持が困難 にな るほ どの
就業 をめ ぐる流動性の増大 な ど、家族生活にかかわる社会問題
の存在 が全国規模 の実態調査 を通 じて明 らか に され てきた こ
とが挙げ られ る。
これ ら家族 を改革 開放 に よる社 会変動 の諸特徴 と結び つけ
て捉 える傾 向が出て きたこ とで、研究書の内容 にも変化が見 ら
れ るよ うになった。特 に家族 を理論的に把握す る項 目が含まれ
るよ うになった ことが大きな特徴 として挙げ られ る。郡伏 先著
『中国的婚姻与家庭』(人民出版社1989)で は、民主的な家
族の創 造のためには、物質 的及 び精神的条件 を列挙 しその充実
を 目指す とい う従来型の説明だけでは不充分で、大陸中国の家
族の現段階 を 「生産」を軸 に把握 し、発展課題の提起 とその克
服 を 目指す ことが重要 にな るとい った理論的思考が示 され て
いる。中国農村 は文明の初期 か ら高度に発達 した農耕 によって
成 り立っていたため、結果 として特 に農村部 の家族 は今 日に至
るまで 自給 自足 を基本 とす る 「自然経済」段階に とどまってき
たと指摘す る。その結果、物質的な豊か さしか求 め られない 「片
面的」な発展段階が継続 して きた と分析 している。このよ うな
理論的な考え方は、例 えば今 日も継続す る移住 を制限す る 「戸
籍制度」が、特に農村部における生産活動において 自助努力を
強いることで、農村部の家族 を実質的には 「自然経済」段階に
留 めている、とい った分析 を可能にする。また、農村部 と都 市
部の間に改革開放以 前か ら継 続す る生活機 会の獲得 をめ ぐる
諸格差を維持 した上での経済成長が、社 会主義路線 による家族
の民主化の論理 と矛盾 す るこ とを明 らか にす るこ とに もつ な
が りうる。
この よ うに この時期の家族社会学は、従来のマル クス主義家
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族論 と改革開放政策 との結びつきを解明す るとともに、そこか
ら生 じる諸 問題 を説明 しよ うとい う試み がな され た ところに
大 きな特徴がある。その結果、家族問題 は家族内部の問題では
な く中国社会が構造的に抱える諸問題 と結びつ いてい る、と考
えられ るよ うになった。研究 と政策 との関係か らすれ ば、政策
の後追い型 でない研 究 を進 める基盤 が整 い始めた とみ ること
もできる。大陸中国を全土的に捉 えた上で どのよ うな家族問題
が発生 しているのかを把握す る動 きは、1992年に郡小 平が発 し
た南順講和によって現実味 を増 してきた。経済成長 が、東部 沿
岸部だ けでな く 「自然経済」状態 がなかば強 い られて きた農村
部をも含 むかた ちで全 土的な広が りをもって進む よ う、開放型
の経 済政策 を大胆 に推 し進 め るこ とが公 式 に確認 され たか ら
である。ただ この流れ は、新たな家族 問題 を経済成長 とい うい
わば物 質的条件 の高度 な整備 に よって解 決す るこ とを近道 と
す る発想 につながる可能性 もあ り、実証 レベルでは過 渡的な問




改革開放の初期 におけ る農村改革は、創意工夫を反映 させや
す く労働 力の配分 も効率的 に行 え る家族 単位 での経営 を軸 に
して進め られた。その結果、大都 市近郊 に位 置す る ことで多様
な農業経営が可能な土地や水利の良い土地 な ど、豊 かになる条
件を有す る土地で生活する家族は、農村改革に よる恩恵 をい ち
早 く受 けることになった。他方でそのよ うな 「豊かにな る条件」
の乏 しい土地で暮 らす家族 は、例 えば家族員の一部 が大都市で
の就 業す るこ とで得 られ る現金収入 で不利 な条件の克服す る
ことが求め られた。農村部の家族 生活 の多様化は、農村内部を
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不均等に発展 させ るかたちでの進展 だったのである。
このよ うな状況は、やがて都市部で暮 らす家族 の生活状況 に
も影響 を及 ぼす よ うになった。 「豊かになる条件」に乏 しい土
地で暮 らす家族か らは、農 業以外の新たな就業機会 を求めて都
市部へ移動 し定住す るものもでてきた。従来の農村 と都市の二
元構造 が政策的に維 持 され続 ける現状において、「民工潮」 と
呼 ばれ るこれ らの人々が暮 らす こ とになった都 市部の生活基
盤 は、新 たな流動人 口に対応す るものではなかった。また近年
の国有企業改革 によって、既存 の単位 か ら離れた都市住民のニ
ーズを満たすための新 たな整備 も遅れがちである。自助努力 に
よって生活基盤 の不 足を補 うこ とが求 め られ る住民が増 える
ことで、都市部における家族生活 も多様化 してい くことになる。
例えば家計構造において、近年教育や医療 に対する支 出に違い
が 目立ってきてい る。国有企業 の労働者 を含む家族 では依然 と
して公的扶助が一定程度維持 され てい る。他方で、国有企業改
革に伴 う失業者 を含む 家族や個 人経営者 を含 む家族において
は、現金支 出による 自助努力が求 められ るよ うになって きてい
る[洪大用,1997]。また、家族 生活 にお ける分業の あ り方にも
さまざまな違 いが出てきてい る。賃金 労働者世帯では専業主婦
層 の形 成の よ うな新 しい夫婦関係 が模索 でき る生活状況が 出
現 して きている。他方 で、公 的扶助が乏 しく市場経済の競争が
激 化す る部門 の個 人企 業主や私営企業 で働 くもの を含む家族
では、男女間の賃金格差の広が りによって従来以上の頻度によ
る共働 きが必 要 な 生活 状 況 が もた らされ て きて い る[叶文
振,1997]。このよ うな状況 を理論的に捉 えるならば、物質的な
豊か さを求め続 けなけれ ばならない 「片面的」な発展段階に依
然 として とどまってい る、 とい うことにな る。
このよ うに改革開放以降の家族生活 は、改革開放 以前 から維
持 され続 けてきてい る農村 と都 市の区分だ けでそ の特徴 を説
明す ることが難 しくな り、それ ぞれ の内部にお ける多様化の進
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展状況 もふまえな ければな らな くなってきている。一般 に改革
開放は、社会全体 の流動性 を増大 させ ることであ らたな就学機
会や就業機会 をもた らす とされている。そのよ うな新 しい生活
機会の獲得 が個々人の レベルで進むこ とで、家族内部での多様
な生活様式が生み 出 され ることになる。ただ しこれまでに見た
家族 レベルでの改革 開放の進展状況か らは、先富論に基づき物
質的な豊か さの確保 を優先 させ るかた ちでの家族生活 の変化
が、個々の家族員が望 まないあるいは特定の家族員 に不 平等 を
強い るよ うな生活様 式 をもた らしてい るこ とを認 める ことが
できる。 しか もその現れ方は階層性 を伴 って きている。家族 生
活 における女性の地位変化 にかん して、専業主婦化現象 として
現れ る固定的性別役割分業の場合 と 「民工潮」としての女性 の
家族員の出稼 ぎの場合 とを比べ てみ よ う。2つ の現象は ともに
家族生活 における女性の不平等 な扱い とい う共通項 をもつ。し
か し個 々の家族の内部構造に由来す る現象 であるだけでな く、
これ らの家族 がどの よ うな戸籍 を有す るのか、あるいは どの よ
うな職業を営んでいるのか といった、所属階層 の違 いによって、
その現れ 方に大 きな違 いが生 じているのである。
2)隣接分野との連携
家族社会学 にお いて全 国 レベル での家族 生活 の動向把握 が
進む ことで、家族生活の多様化傾向その ものを説明す ることが
可能 になって きた。しか しその実態には物質的な豊か さしか求
め られない 「片面的」な発展段階に とどまる家族 が含 まれてい
ることを、家族社会学 自身は必ず しも理論的に明 らかに してい
ない。そこで近年 あ らたに試 み られ ているのが、隣接す る研 究
分野 との連携 による家族 内部の 問題状 況 と社 会的諸 問題 との
関連の把握 である。
まずは、人 口学研究 との連携状況 についてみていきたい。今
日の大陸中国における代表的な人 口政策であ る一人っ子政策
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は、夫婦間の子 どもを全国一律に一人 に制限す る法律 としての
み実施 され てい るわけではな く、各地方 レベルの条例等 とあわ
せて実施 されている。このこと自体 が子 どもの成育条件 の地域
間格差をもた らしてい るとも考 えられ る。そのよ うななか人 口
学研 究は、特 に都市部 の家族構成 について、一人っ子政策が 「四
二ー」構 造をもた ら したこ とを明 らかに した。その上で この 「四
二ー」構造が、子 の生育に過度の甘や か しを もた らし、「小皇
帝」と呼ばれ るわがままっ子を作 り出 していることを問題視 し
た。また このいびつな人 口構 造の定着が、高齢者扶養の社会負
担増 を引 き起こす ことも問題 視 している。 さらに、将来の高齢
者扶養 を担 うこ とにな る 「小 皇帝」の社会的資質を問題視す る
ような、2っ の現象 を結びつけた考察 も出てきている。これ ら
の研究成果を受 け家族社会学では、統計デー タによる実証的な
検討がな されてい る。家族規模 の小型化につ いては、「戸主率」
(世帯主人 口を総人 口で割 った もの)の 算 出によって、単なる
規模の縮小 とい うことではな く青年層か ら中年層にわたる広
い年齢層での小家族化傾向 と しての把握がな された[郭 志剛,
1995]。現時点の子世代の社会的資質に関 しては、一人っ子 と
兄弟姉妹 のいる子 どもとの能力を比較す るこ とで、一人っ子の
社会生活上 の問題 点 を提起す る研究 もみ られ る[萢丹姥,1996]。
さらに、高齢者扶養が将来的に一人っ子世代の形成す る家族 に
経済的な高負担 をもた らす ことを試算す る総合的な研 究も出
てきた[桂世助,1996]。
従来の家族社会学では、一人 っ子政策 の進展に伴 う小家族化
は家族関係 の簡素化を もた ら し、平等 な家族関係 の構築 を促す
とい う見解がみ られた[韓賀南,1990]。しか し人 口学研究の成
果は、このよ うな見方が形式的な ものであることを明 らかに し
た。一人っ子政策が必ず しも徹底 していない地域(特に農村部)
を含 むかたちでの考察が進む ことで、今後は都 市部の高齢者問
題 が農村部の家族の生活負担 と して転嫁 され る可能性や、農業
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の家族経 営におい て男 児選好 の意識 が強化 され る実態が明 ら
か になろ う。これ ら地域間の人 口動態の違いか ら生 じる問題の
検討は、従来の人 口政策が個 々の家族や構成員 を平等に扱 って
いない ことを理論的に明 らかにす る ことにもつなが りうる。




活実態を知 るための資料が蓄積 された ことで、専業主婦 とい っ
たあ らたな生活様式 の選択が可能な所得階層 の家族 の実態や、
その よ うな所 得階層 が従来 の階層 か らどの よ うに分化 して き
たのか といった、今 日の家族生活における階層間格 差の特徴 と
問題 点に迫 る研 究も進 んできた。女性研究 との連携 による研 究
成果 としては、家族 にお ける女性 の地位変化 を専業主婦化論 と
結びつ けて論 じた研究[鷹立天 主編,1995]や、家族内の地位 と
社 会的地位 との相関 を実証的に捉 える試 み[沙吉 才編,1995]な
どが挙げ られる。
女性研 究 との連携 に よって もた らされ た これ らの研 究成果
か ら、夫婦 間のさま ざまな違いが もた らす家族の多様化 が、社
会保 障や就労 な どの諸政策の動 向 と結びつ きなが ら進 んで き
ていることを考察す ることが可能になった。今後は、家族経営
にお ける固定 的性別役 割分業 を経 済成長 のための社会 的な分
業 として是 とす るよ うな労働政策や、市場経済化 に伴 う男女間
の賃金 格差 の拡大 に よる夫婦共働 きの質 的変 化に対応 しない
社会保障政策 に対する批判的検討の展 開が課題 とな ろ う。
これ ら隣接分野 との 「連携」は、家族 を共通の研究対象 とす
る諸科学を 「家族学」 として 「融合」 しよ うとした結果 、実際
には寄せ集 めの"婚 姻家庭 ブー ム"に 終わった1980年代中頃
までの研 究段階 とは明 らかに異な る動きである。家族 にかんす
る個別事象を持 ち寄って 「融合」ではな くあくまで 「連携」す
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るこ とで、理論的思考 によって社会的諸問題 の解決 を 目指す と
い う社会学 としての専門性 を明確す る研 究ス タンスが確 立 さ
れ てきたのである。
3)家族社 会学のあらたな問題意識
2000年代 に入 ると、近年 の家族変動を内容 に盛 り込んだ家族
社会学のテキス トが相次 いで執筆 された。鄭佛志 ・徐棺による
『家庭社会学』(中国社会科学出版社2001)は、「社会学文庫」
とい う社会学のテキス トシ リーズの一冊 として執筆 された。冒
頭に、この シ リー ズ全体にかかわる序文が記 され ている。そ こ
では社会学復活20年を経た今 日の 中国社会学の問題点 として、
基礎 理論 の乏 しさや現象の記 述に とどまる実証研 究が少 な く
ない こと、また社会問題 に対応す る個別社会学が充分に確立 さ
れていない ことが挙 げられ ている。この序文の内容を受 けて本
文では、家族社会学の研究 目的は科学的な家族理論の構築 にあ
ると論 じている。そのために これ までの実態研究の諸成果か ら、
家族 の(発 展)法 則性 を導 き出 した上で これ か らの家族 の発展
に向けた指針 を示す ことで、社会の安定に貢献す る研 究が求め
られ る とい う主張が展開 され ている。 また翌年に出版 された、
播允康著 『社会変遷 中的家庭 家庭社会学』(天津社会科学院
出版社2002)で は、世界各地で叫ばれ る 「家族 の危機」 を、
個々の家族構成員 の主体的 な意 志に よらない家族生活 の実態
を含む家族変動 の諸現象 として捉 えている。家族生活 における
女性 の動向や子育ての変化 、人 口高齢化が家族 に与える影響 と
いった項 目は、先に見た隣接分野 との連携があって こそ導き出
され る項 目であ り、近年 の研 究動向 を反映 した 内容 といえ る。
ただ し両書 とも、まとめにあたる章を 「家族の未来」とい う
家族 の未来予測で終 えている点 は、家族社会学 と しての理論的
考察の不充分 さの現れであ る。 「家族の未 来」の内容は、科学
技術 の発展に よって家族のかたちは多様化 しようとも、ヒ トを
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生産す る集団 としての家族 の機能 は失われない、といった家族
その ものの未来予測 にとどまった記述 となっている。両書 とも
に前半部分では、家族 の起源か ら家族 の発達 を史的に考察する
ことで、家族 と全体社 会 との関係 の考察 がなされている。しか
し後 半の現代の家族 にかんす る記述では、家族変動 の諸現象 は
列挙 されているものの、その よ うな現象が全体社会 の どの よ う
な具体的問題 と関連 してい るのかの考察が充分 にな され てい
ない。このよ うな全体構成か らは、家族は ヒ トの生産に全面的
にかかわ ることが期待 され るゆえ、家族生活 で生 じる諸問題 も
まずは家族 内部での解決が求め られ る といった、従来の政策後
追い型の見方がいまだ読み取れ るのである。
このよ うに、家族社会学の理論状況をあ らわす今 日のテ キス
トの記述 は、隣接分野 との連携 による実証研究の成果 を反映 さ
せてはいるものの、充分に活用 している とはいいがたい。確か
に家族機能や家族 関係 な ど家族 内部の諸 特徴の解説 だけでな
く、小家族化や核 家族化、多様化 な ど、近年の家族 の集団 とし
ての諸特徴の変化動向 を説 明す る記述が増 えてきてい る。ただ
しこれ らの変化動 向を、世帯人 口や初婚年齢 の動向な ど、家族
内部の変化だけで説明 しようとしてい る。これでは これ らの変
化動向 と子育 てや 高齢者扶養 にかかわ る家族 生活 にお ける具
体的な問題及び家族 の発展 とが どの よ うに結 びつ くのか とい
った、理論的考察が充分に展開で きない。
隣接分野 との連携が進み、家族以外 の諸集団やマ クロな政策
との関連が家族変動 につなが ってい る とい う理 論的 な見方 が
出てきているにもかかわ らず、現 実分析ではその内容が充分 に
応用 されず 、内部分析 にとどまるのはなぜだ ろうか。その理 由
は、「家族 は社会の一細胞」 とい う従来の家族社会学 のテキス
トにもみ られ る家族の定義 を踏襲する論理展開にある。この論
理展開には、個 々の家族が全体社会か らさま ざまな役割を求め
られ るといった受動的な側面は含まれ るが、子育てや高齢者扶
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養 の現状 に対す る個 々の家族 の個別的 な対策 といった能動的
な側面は必ず しも含 まれていない。その結果、全体社会 の維持
のために家族 の存続が求め られ るとい う、家族 の内部安定のた
めの考察 しかもた らされ ないのである。ではなぜ今 日で も 「家
族 は社会の一細胞」とい う従来型 の論理展開が家族社会学にお
いて支持 され るのであろ うか。これ は今 日目指 され ている研 究
の 「本土化」 の内容 と大き くかかわっていると考 えられる。
3.家族社会学の発展に向けて
1)研究の「本土化」の内容を問う
大陸中国 におけ る社会学研 究は、国家計画の重点課題 として
指定 され たプ ロジェク ト研 究を軸 に進 める方式が継続 して き
た。特に家族社会学では、社会学研究復活後 の 「六五」にお け
る 「中国の都市家族 の現状 一五都 市家族調査」や 「七五」にお
ける 「農村家族の機能変化 とその社会発展への影響 」と、重点
課題 としての指 定が続いた。これ らの研究課題 がまとまった成
果 として公表 されたのは、"婚姻家族ブーム"が過 ぎ去 った1980
年代 中頃以降 である。重点課題 として指定 が、"婚姻家族ブー
ム"に おける研究の乱立状況 を、中国社会科学院社会学研究所
や各省 ・市 レベルの研 究機関所属の研究者に よる組織 立った研
究へ と導いた ことか ら、国家計画が各学問分野に研究課題 を課
す とい う方式は一定程度評価で きよ う。 しか しなが ら、この方
式が今後 も研究活動において重視 され続 けるとなる と、政策後
追い型の検証的研究 しか もた らされないこ とも考え られ る。そ
れは、家族生活の さまざまな実態 のなかか ら国家が求める家族
像 と適合する もの を探 し出 し、そ のよ うな 「成功例」がもた ら
された過程の説明 を行 うといった、家族問題 の解決につ なが ら
ないかた ちでの研究 を意味す る。
1990年代後 半ごろか ら、社会学研究は 「中国の実情 を反映す
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る」「中国の特色 ある」研究 をお こな うあらたな段 階に入 った
とい う主張が 出 て きた(研 究 の 「本 土化 」)[鄭杭 生 ・王 万
俊,2000]。この時期 は、「南順講和」の方針 を 「社 会主義市場
経済」の導入 とい う中国独 自の具体策 と して明文化 した、「第9
次五力年計画」の実施時期 と重 なる。1990年代中頃以降の家族
社会学は隣接分野 との連携が進んだ ことで、物質的 な豊か さの
確保す ら困難で あ るこ とが個 々の構成員 の就 労や就学 な どの
生活機会 を奪い、その結果特定の家族員の不平等 な扱いが もた
らされ る家族関係の実態につ いて も考察が始 まっていた。ただ
し現象 レベルにお ける変化 の特徴の把握 に とどまっていた。そ
の よ うな変化の特徴 を家族以外 の諸集団 との関係 で捉 えるな
らば、物質的 な豊か さを個々の家族 の 自助努力によって過度に
求 めるこ とで しか、これ までの家族 生活 を維 持できない といっ
た問題状況 を明 らかにできるはずであ る。また この よ うな状況
を理論的に把握す るな らば、経 済成長優先の政策が個 々の家族
を、精神的 な豊か さを獲得す る段階 に移行 させず 「片面的」な
発展段階に留め させている ことも説明できよ う。さらにい えば
生活機会の獲得 に格差が生 じるこ と自体が、家族 の民主的な発
展 を促す精神的豊か さをも含む 「両面的」な発展 の機会 を継続
的 に奪っている とも考 えられ るのであ る。
しか し 「家族は社会の一細胞 」とい う、いわば家族 を経済成
長 のた めの一 単位 と してのみ把握 す る現状 の政策的思惟 の影
響 によって、家族の もつ全体社会に対す る能動的側面 が研究上
充分に考慮 され ていない。そ の結果、経済成長優先 の改革開放
を支持 しな けれ ばな らない 「中国の実情 を反 映」す る、研究の
「本土化」の特徴の一側面のみ しか取 り込 まない政策後追い型
の研 究が進 められ るのであ る。 したがって 「家族 は社会 の一細
胞」とい う位 置づ けか ら始 まる今 日の家族社会学は、理論的に
は 「片面的」な発展段階 をもた らす意味 での 「中国の実情 を反
映」した経済成長優 先の家族生活の実態 を認 めてい ることにな
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る。中国社会の発展段階 をふまえた上で民主的な家族の創造 の
ために精神的 な豊か さも得 られ る、「両面的」 な発展段階へ の
移行 を模索す る 「中国の特色ある」理論 的な研 究にな りえてい
ない。これでは研究の 「本 土化」は掛け声だけに終 わる恐れが
ある。
「中国の実情 を反 映す る」だけでな く 「中国の特色あ る」研
究 として も 「本土化」 していくためには、家族を経済成長 のた
めの単位 と して扱 う傾 向にあ る改革開放 その ものに批判的検
討 を加 え、あ らたな政策 立案過程に参画で きる研究 を進めてい
かなけれ ばならない。そのために、先富論的発想 によってその
存在が肯定 されてきた地域間格差や階層 間格差を、家族 の 「両
面的」な発展 を阻害す る改革開放の負の側 面 として否定す る論
理 を家族社会学 自身が持つ ことが必要になる。理論的発展 を伴
う研究の 「本土化」のためには、現象面で把握 されている家族
内部の問題状況を、家族の民主化 を阻害するよ うな家族 と外社
会 との 関係 におけ る問題状況 と して把 握す るこ とが求め られ
る。 この ことは今 日の 中国社会 が抱 える就業問題や腐敗問題、
分配不公平問題 な どの社会的諸問題 と結びつ く 「社会問題 とし
ての家族問題」の把握を意 味す る。
2)研究の「本土化」のための課題と方法
今 日の子 育てや 高齢者扶養 をめ ぐる家族関係 や家族機能 の
現象面での変化 は、特 に費用面での負担 を個 々の家族 に求める
改革開放の進展 によって生 じてい ることが、近年 の実証研究の
成果か ら明 らか にな ってきている。 「西部大開発」や国有企業
改革による改革 開放の新 たな進展は、非効率 な生産方式 を改め
ることで、これ まで低水準で推移 して きた地域や集 団の生産力
の向上をめざす方式の格差是正政策である。そ こでは全土的な
経済成長が促 され ることで資源全体のパイが大き くな り、個 々
の家族 の収入規模 も拡大す るこ とが期待 されている。 しか し、
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この動 き と不平等な分配状況 を解消す る動き とは別 次元の も
のである。費用負担の増加 とい う局面を、個 々の家族 レベルの
収入増によって一時的に乗 り切 ることは対症療 法にす ぎない。
社会的格差の是正は、根源的には家族 レベルではな く政策 レベ
ルで しかお こなえない性格 のものである(5)。したがってこの方
式の特徴 もまた、基本的には改革 開放初期の農村改革 の手法 と
変わ ってお らず 、進 展の成否 は これ らの改革 を実質的 に担 う
個 々の家族 の 自助努力に求 められ ることになる。
研究の 「本 土化」は、個々の家族の発展が経済成長 を優先す
る政策 に よって阻害 されてい る ことを理論的 に説 明す るもの
として進め られな くてはな らない ものであった。そのためには、
個別的な問題状況が 「共 に富む」こ とにつながっていない社会
全体の 「片面的」発展 によって生 じる社会的諸問題 と関連す る、
「社会問題 としての家族問題 」の把握が急がれ る。この過程で
は現状の政策に対する批判的検討 が欠かせ ないが、具体的には
家族生活に密接にかかわる 「一人 っ子政策」 と 「戸籍制度」の
2つ の政 策の見直 しを促す ため の研究課題 の設 定が必要で あ
ろ う。
現状の一人 っ子政策 は、いびつな人 口構造 をもた らす ことで
ヒ トの生産 をめ ぐる世代間格差の拡大 を助長 している。また特
に農村部 にお ける男児選好 の意識や隠 し子の存在 は非民主的
な家族 関係 をもた らし、扶養 など家族における ヒ トの生産 を将
来にわたって困難 にす る要因を含 んでい る。 家族 の 「両面的」
発展 を促す かた ちで 中国社会 全体 の発展 ための人材 育成 を進
めてい くた めには、一人っ子政策に代わる個々の家族 員の諸欲
求 を平等 に充足 させ るための家族 支援 を政 策化す る内容 を盛
り込むこ とが可能 な研究課題 が必要で ある。農村 と都 市を政策
的に区分す ることで社会保 障の範囲や人 口移動 を制限す る 「戸
籍制度 」は、特 に農村 が都市の発展 の犠牲 とな る社 会構造 を規
定 し続 けて きている。その結果 「豊かになる条件を有す るもの
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か ら富む」とい う先富論は特に都 市部 に有利 にはた らいて きた。
そ こで、改革開放以前か ら継続す る 「戸籍制度」の根本的見直
しを通 じて、個々の家族員の各種社会資源へ の接近を容易する
流れ を全 土的につ くる必要 がある。 したが って、「片面的」発
展 を強い られ る家族 の存在 の解消 を政策化 す る内容の研究課
題 を設定 しなければな らない。
これ ら政策見直 しにつなが る研 究課題の設定のためには、従
来の改革 開放 が優先事項 として きた物質 的な豊か さの獲得の
ための経済成長 が、民主的 な家族 の創造 にとって一定程度必要
では あるがすべ て を優 先す る ものでない とい う認識 を前提 に
する必要がある。家族生活における物質的及 び精神 的豊 かさを
兼ね備 えた 「両面的」発展 のためには、家族生活の現状 を経済
成長 にかかわる生活経 済の側面か ら捉 えるだけでなく、家族 を
「全体 と して」捉 えるための研 究方法 を用いた上で、民主的な
家族 の創 造に向 けた発展課題 を理論 的に提 起 しな けれ ばな ら
ない。
第1に 、生活構造の視点 を取 り入れ た研究方法が挙げ られ る。
これ によ り家族 生活の動 向を家族以外 の諸集 団 との関係 にお
いて時間的 ・空間的に把握す ることが可能 になる。経済成長の
物差 しとなる消 費動向 を捉 える生活様式研究 よ りも広範囲な
実証研 究が可能 になることか ら、例えば専業主婦の是非を問 う
よ うな女性研究 との連携には この手法 が適 してい る。第2に 、
ライフ ・サイクルや ライフ ・ステージの視 点を取 り入れ た研 究
方法が挙げ られ る。家族生活にお ける子育てや扶養 のあ り方を
個別事例の レベルでな く、世代 間の協力の実態な ど家族員間の
関係の レベルで検討す るこ とで、家族 と家族以外の諸集団 との
相 互扶 助の問題 や個 々の構 成員 の階層 異動に伴 う問題 な どを
解 決す るための動態 的な家族支援 のあ り方 の検討が可能 にな
る。例 えばヒ トの流動実態 の把握 をお こな う人 口学研究 との連
携 には、この手法が適 してい る{6)。第3に 、地域 間比較の視点
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を取 り入れた研究手法が挙 げ られ る。出稼 ぎなど家族員の流動
に伴 う親族ネ ッ トワー クの活用や宗族組織 の復活な ど、家族 関
係 をめ ぐる全土的な変化が近年新たに生 じてきてい る。そのた
め今 日の家族生活の実態を、戸籍 制度 をもとにす る農村家族 と
都 市家族、あるいは農業生産 の特徴か ら導かれる華北の家族 と
華南の家族の違 い といった単純 な二項型 の比較 で把握 す るこ
とが難 しくなっている。地域 間比較の視 点は このよ うな近年の
家族関係 の変化動向の把握 に欠かせ ない。例 えば地域内部の構
造変動 を生活史か ら把握 しよ うとす る農村 研究 との連 携 に有
効な手法である(7)。
次世代 を担 う人材育成 に大 きな障 害を もた らす ことにもな
りかねない今 日の家族生活の問題状況は、家族の能動的側面を
重視す ることな く、中央政府が主導す る経済成長優先 の社会構
造を導 いてきたこ とに原因があった。そのよ うな社 会構造 を維
持 し続 けることの限界 を、今 日の家族生活の多様化 の実態 と結
びつ けて批判 的に検討す ること が今 日の家族社 会学 に求め ら
れ るのである。改革開放 は、家族 を物質的生産の単位 として政
策的にその存在 を見直す ことか ら始まった。集 団化 時代 の地域
差を無視 した非効率な生産 を家族 の レベル で立て直す こ とで、
諸個人の多様 な生産意欲 がもた らされ た ことは、モ ノの生産の
みな らず ヒ トの生産の在 り方 について人々の意識 を改革 した。
これ は中国独 自の社会発展 に向けた動 き として評価で きよ う。
しか し、ヒ トの生産を家族だけに限定 させ ることは家族の 「両
面的」な発展の論理 と矛盾す るだけでな く、次世代 を担 う人材
を継続 的に育ん でい くことが 可能 な中国社会 の全 体的発展 に
もつ なが らない。 「中国の特色あ る」家族研 究を進 めるために
は、改革開放によってモ ノだけでなくヒ トの生産 に大 きくかか
わるよ うにな った個 々の家族 が全体社 会に与 える能 動的側面
の理論的把握 をお こない、それ に見合った政策 を積極 的に提言
できる研究 を進めていかな ければな らない。そのために も現状
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における 「社会問題 と しての家族問題」の解明に正面か ら取 り
組むことが、真の意味 での研 究の 「本土化」であ り、研究全般
の発展 にかかわる研究課題 になるのである。
注:
(1)本 論文 は 、 日中社 会学 会第14回 研 究大 会 シンポ ジ ウム 「中国研
究 の最前線 」(2001.6．1於立命館 大学)に お け る筆者 の報 告(「家族
研究 につ い て一社会 変動 と家族 一」)が も とにな ってい る。
(2)1982～1983年実 施 の中国 社会 科 学院 と各省 市 社会 科学 院 の社会
学研 究所 に よ る 「五都 市家 族 調査 」の こ と。 報 告書 と して は、[播
充康 主編,1987]が、分 析書 と して は、[劉 英 他編,1987]があ る。 ま
た後 に資料 集 として、[李東 山 ・溶崇 麟 主編,1991]が出版 され た。
(3)中 華全 国婦 女連合 会 が発 行す る 「婚姻 与家 庭」(北京)の ほか、「家
庭 」(広東)、「恋 愛 、婚姻 、家庭 」、「愛情 婚姻家 庭」(と もに武漢)、
「家 庭 生活指 南」(恰ホ演)、「社 会 、家庭」(杭州)、「現 代家庭」(上
海)、 「家 庭 ・育児 」(天津)な どがあ る[馬有 才,1990:246]。
(4)「家族 宣言 」の 内容 は10項 目に わた るが、 「中国家 族は 二つ の文
明(物 質 ・精神)創 造 のた めの重 要 な位 置 を 占め作用 を もた らす 」、
「社 会主 義的家族 の創 造過程 で は、封建 主義的 あ るいは資産 階級 的
家族 は退 け られ な けれ ばな らな い」、 とい った 国家 が規 定す る家族
像 が示 され てい る ほか 、「家族 の理 論的 研 究 を重視 し、家 族学 の知
識 の普 及 に努 め る ことで 、青 年 や新 婚 夫 婦 に対 す る教 育 を強化 す
る」、 とい っ た家族 研 究 者 の役割 につ い て も言及 され て い る[馬有
才:1990]。
(5)「パ イ」の拡 大は 多 くの人 々が 一定 の利益 を得 るこ とにつな が り、
社会 の安 定に貢献 す る とい う見方 は、今 日の社会 学分野 で も根強 い
見解 であ る[李強,2002]。
(6)関 連 す る研 究 として 「第9次 五ヵ 年計 画」に基 づ く研 究指定 を受
けた 「城 市流 動 人 口家庭 婚姻 関係 変化 対社 会 生活的 影駒 」(研 究代
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表者 ・陳文江)が 挙げられる。
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